
ルj記

′ノ
/ /み常1号お景式 (第1 1条、第1 3条、第1 4条関係)

事 業 者 排 出 量 削 減
. 計

画
交訟 I で弱

海
‐ 変 更う

/),

注 l核 当する日に!i、レ印を記入してくださいs特 ヽF業 者以タトで自主参力,される事業者の方は レ 印の記入fi不要ですさ

2 f基 準年rFJと |■計画"向 の前年度を 「 目停年度Jと ri計画期間の最終年度をいいますゃ

「事業所年排出区分」とri 京都市内の軍葉所年の事業活lllのためのエネルギーの使用に伴い発生する温宣功黒〃スを 「輸送車両,,出区分Jと

3驚
流暑普需済掃邑季君揖雪坊貫扮質暑!キ 甥 1倍扉占屋審T官 焦!色 露

両の排出す獅 三坊呆夕 を 劣道事業無 "<は 保有する卸″車両又

記以タトの京都府内における予業所学の事業活fllに伴い発生する温室幼来ガス

をいいます。

・輩栃賢轟晶り揚貨ぁ雪繰r多年どう晶達泳寝篤!岳喜サ告レ朱せ桝愛協摺巻舛あ置窒坊三塀妥協品患普普ゼ葛点テ吾岩母翌く
など|し音のi良三功

(めて先)原 r■十`卜【■■…Ⅲ■ 200

住所 て法人にあつては、またる事務所の所在地)

〒617‐8550

京都府長岡京市馬場図所1番地

解]発i
氏

所

夫

作

英
5冨ウ轄

:Tt=「二i=下'11+ヤ
18条第2項

特定事業者の

主たる業種

情報通信機械器具製造業

(ラジオ受信機 テレビジョン受信機製造業)

該当する事業
者要件

口 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油に換

:雷督号」皆骨督書を脅管を::官計骨ナ資暑考尋署g昏暫畳冒晶暑昂ど倉曾畳漏畳最雷民f替暑繁舌寺
計 画 期 間 平成  18 年   4 月 平成 20  年 3 月

基 本 方 針 エネルギーの使用合理化の推進により、エネルギー原単位(実質生産高原単位)対前年度比20/c以上削減を目標とする。

推 進 体 常」省エネ法に基づくエネルギー推進体制及び環境マネジメントシステムによリエネルギーの使用合理化を推進する。

年度ごとの具
体的な取組及
び措置

年 度 設備 、対象、エ 画  内

13-19 工場製造部門 JITttEIJの推進による生産性向上及び省エネ活動により、エネルギー使用窪を削減する。

18-19 事務所部門 老朽化した奎調設備を高効率機器へ更新する。

18‐ 19 原動力設備部門 小型エアー圧縮機導入によるによる運転の効率化を図る。

トップランナー変圧澤への更新及び局部変電所 変圧器集約化する。

小型貫流ボイラーを多缶設置 し台数制御装置を導入する。

温室効果ガス
の排出量等

排出区分
丞 準年 度 (実績 '

(平成 17)年 度

て二酸化炭素複第 〈せ))

日検 年度 (計回 )

(平成19)年 度
(二酸化炭素換算 〈1))

削減率

(計画)
(/3)

A事 業所等排出区分 10,329 t 9,612 t -69%

B輸 送車両llF出区分 t t /・

Cそ の他排出区分 t t %

排出合計 ・1            10,329 t ・夕             9,612 t %

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
日標年度 (計画)

(二酸イヒ炭素張環 (1

森林の保全及び整備 〈整備面積) O ha 〈吸収二) O  t

府内産の本材の利用 〈利用畳) Om・ 〈百J減費) O  t

自然エネルギーを利用 した電
力又は熱の供給

〈売電量) 0■wh (HJtta) O  t

〈熱供給室) OG」 て削減畳) O  t

グリーン電力の購入 (購入畳) 0【wh (削減畳) O t

削減量等合計 ,               O t

差引排出量

〈排出合計一椅り波等合計,

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)

メ1            10,329 t |り(・■)          9】 612 t ‐69 %

特 記 事 事

工移 電機(全社)地球温暖|ヒ防止(第5次環境計画ぐ06年度 ～ 10年度 5年))で33万 t,C02削減する。

2京 都製作所 エネルギー原単位(実質生産高原単位)対前年度比2%以上削減を目標とする。

3特 定フロン(R12)の削減  既 設R12冷 媒 ターボ冷凍機の更新

4グ リーン調達に対する支援 … 「グリーン認定ガイ ドラインJの原案作成及びPR

5エ コロジス活動の推進  積 栽効率の向上 10トレ車積較物量を平成17年度(05年度)比16%削減

6産 業廃菜物の削lPxと再資源化 …ゼロエミッション活動推進

7省 エネ製品の開発  待 機電力の削減

8地 球温暖化防上国民運動(チーム マイナス6%)への参加

9従 業員夕ヽの環境教育の実施                    __
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